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事　務　執　行　概　要

建築企画課

管理グループ

１．連絡調整事務
　　室内業務を円滑に推進するため、室内グループとの連絡調整を密にし、所管事務の適正な執行
に務めた。

２．予算の執行管理事務
　　予算の執行に当たっては、各執行グループ及び住宅まちづくり総務課等と連絡調整のうえ、執
行状況の把握及び適正な管理に努めた。

３．人事管理
服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として誠実かつ公正な職務の執行に専念するとともに、
職場の明朗化並びに事務処理効率の向上に努めた。

４.　審査会

（1） 建築審査会の開催
建築審査会は、建築基準法第78条の規定に基づき設置されているもので、府内特定行政庁（17市）の管轄区域を除く地域において、建築物の用途や高さ等の制限に係る許可等に係る同意等を行うこととされており、次のとおり議案審議のための開催事務を行った。
【根拠条例等：大阪府建築審査会条例（昭和25年大阪府条例84号）
大阪府建築審査会規則（昭和26年大阪府規則6号）

○建築審査会開催回数　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　８回

○建築審査会諮問議案件数
・法第43条第1項（敷地等と道路関係）　　　　　　　　　　  　６件
[bookmark: 1000000000000000000000000000000000000000]・法第44条第1項（道路内の建築制限関係）　　　　 　　　　　 １件
・法第48条（用途地域関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　０件
・法第86条第３項（一の敷地とみなすこと等による制限の緩和）　０件

＜参　考＞建築審査会への審査請求
　建築基準法令の規定による特定行政庁、建築主事若しくは建築監視員、都道府県知事、指定確認検査機関又は指定構造計算適合性判定機関の処分又はその不作為についての審査請求は、建築審査会が審査庁とされている(建築基準法第94条)。

・審査請求に関するもの　　1件

（2） 大阪府内建築審査会協議会の運営
大阪府内特定行政庁の建築審査会相互の連絡をとり、建築行政の適正な運営を図るため、大阪府内建築審査会協議会の総会（建築審査会長会議）及び意見交換会を開催した。

【総会（建築審査会長会議）】
・日　時：平成29年8月1日（火）　14:00　～　17：30
・会　場：八尾市商工会議所　３階大ホール１及び２　
　　　　【意見交換会（建築審査会長会議）】
　　　　　　・日　時：平成29年11月29日（水）　15:00　～　17：00
　　　　　　・会　場：大阪キャッスルホテル

（３）全国建築審査会協議会への参画
全国特定行政庁の建築審査会相互の連絡をとり、建築行政の適正な運営を図ることを目的とする同協議会に参画した。（昭和29年発足。平成30年４月１日現在、全国452団体）

【全国建築審査会長会議】
・日　時：平成 29年 10月 26日（木）～10月27日（金）
・会　場：京王プラザホテル札幌 ２階　エミネンスホール

（４）開発審査会の開催
開発審査会は、都市計画法第78条の規定に基づき同法によりその権限に属させられた事項を行わせるため設置されているもので、指定都市及び中核市を除く市街化調整区域内における開発許可及び建築許可を行うに際して、下記のとおり開催事務を行った。
【根拠条例等：大阪府開発審査会条例（昭和44年大阪府条例36号）
大阪府開発審査会規則（昭和45年大阪府規則56号】

○開発審査会開催回数　　　　　　　　　　　　　　　　９回

○開発審査会諮問議案件数
・開発許可（都市計画法第34条第14号）　        　 ７件
・建築許可（都市計画法施行令第36条第１項３号ホ）　１件
　　　　　

＜参　考＞開発審査会への審査請求
　都市計画法第29条第１項若しくは第２項、第35条の２第１項、第41条第２項ただし書、第42条第１項ただし書若しくは第43条第１項の規定に基づく処分若しくはその不作為又はこれらの規定に違反した者に対する第81条第１項の規定に基づく監督処分についての審査請求は、開発審査会が審査庁とされている(同法第50条第１項)。

・審査請求に関するもの　　１件

    （５）近畿ブロック開発審査会会長会議への参画
　開発審査会の適正な運営を図るため、相互の連絡調整を行うことを目的とする同会議に
参画した。（平成30年４月１日現在、32団体）

【第36回近畿ブロック開発審査会会長会議】
・日　時：平成 29年 11月 24日（金）
・会　場：波切ホール　４階特別会議室



（６）大阪府建築士審査会の開催
二級建築士試験及び木造建築士試験に関する事務、並びに建築士及び建築士事務所の監督処分の同意に関する事項を処理するため、大阪府建築士審査会を設置し運営している。
【根拠法令　：　建築士法　第8章】

平成29年度は、以下の3回を開催した。
	開催回
	審議事項

	平成29年第２回
（平成29年８月10日）
	・平成29年二級建築士試験及び木造建築士試験「学科の試験」の合格基準点について

	平成29年第3回
（平成29年11月27日）
	・平成29年の二級建築士試験及び木造建築士試験に係る『設計製図の試験』の実施結果について
・二級建築士及び木造建築士の懲戒処分等の基準の改正について

	平成30年第1回
（平成30年２月27日）
	・平成30年二級建築士試験及び木造建築士試験の実施計画について




福祉のまちづくり推進グループ

１．すべての府民が生きがいをもって生活することができる真に豊かな福祉社会の実現を目指して福祉のまちづくりを推進するため、多数の人が利用する建築物、公園等の都市施設を安全かつ容易に利用することができるよう、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（以下「法」）と連携して、「大阪府福祉のまちづくり条例」（平成4年10月28日制定、平成5年4月1日施行／平成29年3月29日改正、平成29年4月1日施行、以下「条例」）に基づき下記の事業を行った。

（１）法と条例の的確な運用
　基準適合義務の課された基準については、法第14条第3項に基づき、福祉のまちづくり条例により対象施設の拡大及び基準の強化を行い、法と条例の基準について一体的に運用を行っている。
　法及び条例にかかる義務基準については、建築確認申請時に建築主事等が審査をしているため、府内特定行政庁等と連携して、法及び条例の適切な運用を図っており、その取り扱いについて設計士、民間確認検査機関や建築主事等から相談を受ける。

（２）「大阪府福祉のまちづくり条例ガイドライン」を活用した取り組み
　法や条例の理念や趣旨及び基準、並びに施設の設計や維持管理の配慮事項等をわかりやすくまとめた「福祉のまちづくり条例ガイドライン」、障がい者等向けに作成した「点字版（建築物等の整備方針の一部を除く）」や「やさしい日本語版（建築物等の整備方針を除く）」を活用し、幅広く周知・啓発することにより福祉のまちづくりを推進する。さらに府民や事業者のご意見をお聞きし、社会情勢の変化、新たに生じる課題や要望に的確に対応するため、適宜追記・見直しを図る。（「福祉のまちづくり条例ガイドライン」を平成29年12月改訂）

（３）新設建築物等の事前協議
1 建築物の事前協議（条例第31条第1項第１号～第８号）
建築物の事前協議については、条例第41条に基づき市町村が処理した。
府は、条例の取り扱いについて市町村に技術的助言を行った。
　　　　　　＊事前協議件数　　　　平成27年度　　292件
　　　　　　　　　　　　　　　　　平成28年度　　295件
　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度　　249件

	用　　途
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	集会場（※）
	 26件
	 38件
	35件

	コンビニエンスストア
	135件
	108件
	82件

	事務所
	80件
	96件
	80件

	サービス業を営む店舗
	 31件
	 31件
	24件

	工場
	 11件
	 13件
	23件

	上記以外
	 9件
	 9件
	5件

	合　　　計
	292件
	295件
	249件


　　　　　　　※件数集計は「年度」単位。



【市町村別事前協議件数】
	市　町　村
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	大阪市
	131件
	124件
	97件

	堺市
	28件
	19件
	26件

	高槻市
	6件
	10件
	7件

	東大阪市
	17件
	15件
	9件

	豊中市
	8件
	6件
	5件

	上記以外
	102件
	121件
	105件

	合　　　計
	292件
	295件
	249件


※件数集計は「年度」単位。

条例第41条に基づき処理した事務に対し、市町村へ事務処理交付金を交付した。
　　　　　　＊事務処理交付金　　　平成27年度　2,949,000円
平成28年度　2,909,000円
平成29年度　2,716,000円
　　（※要綱に基づき、毎年度、前年度の1月～当該年度の12月分について交付。
ただし要綱改正（平成27年4月1日施行）により、平成27年度より新たに
事務費、固定経費及び初期的経費について措置を行っている。）


②開発に伴い新設される公園・道路等に係る事前協議等（条例第31条第9項～第14項）

	
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	公園
	28件
	24件
	36件

	道路（歩道）
	 0件
	 3件
	 0件

	その他
	 2件
	 1件
	 1件

	合　　計
	 30件
	 28件
	37件


※件数集計は「年度」単位。

（４）既存建築物の定期報告
改善計画の届出をふまえ、定期報告の要請を行った。
　　　　　　定期報告要請件数　　　平成27年度　1,970件（施設数）
平成28年度　1,997件（施設数）
平成29年度　1,847件（施設数）

定期報告の対象総数と完了状況（平成29年度末時点）
	　定期報告対象総数

	
	うち“撤去廃業等”
	うち“完了”

	9,307棟
	2,863棟
	2,078棟


　　　　　　　　

（５）法第17条に基づく認定
法第17条に基づく建築物移動等円滑化誘導基準に適合した建築物の認定を行った。
　　　　　　平成27年度　9件、平成28年度　9件、平成29年度17件



（６）市町村施設の改善状況の把握
　　既存の市町村施設の計画的な改善について、各市町村（大阪市を除く）に要請を行うとともに、その改善状況の把握を行った。
　　 　　
主な部位別改善状況の把握（学校、共同住宅を除く）
	建　物　用　途
	施設数
	適合施設数
	適合率

	集会所等
	517
	98
	18.96％

	官公庁
	191
	55
	28.80％

	児童福祉施設等
	136
	48
	35.29％

	病院・診療所
	30
	12
	40.00％

	その他
	267
	72
	26.97％

	合計
	1,141
	285
	24.98％




（７）バリアフリーの推進
法に基づき、市町村・各事業者等の関係者に対し情報提供・助言を行い、バリアフリーの推進を図った。
　　　
・　法に基づく基本構想作成の促進
　　　　　基本構想を作成する市町村に対し、作成の進め方・事業手法・補助制度等の情報提供や助言等を行い、基本構想作成の促進を行った。
　
　　　　　基本構想の作成
・平成29年度作成分 　　新規1地区　（1市）
（平成13～29年度作成済　 　　135地区（32市1町））

（８）大阪府福祉のまちづくり条例勉強会の開催
　福祉のまちづくり条例施行状況調査検討部会を行うにあたり、部会委員を核に委員関係者（障がい当事者を含む、無報酬）より広く意見を聞き、部会や審議会での審議に資することを目的として開催した。

　　　　・第1回大阪府福祉のまちづくり条例勉強会
　　　　　　開催日　　平成29年6月16日
　　　　　　議　題　　・大阪府福祉のまちづくり条例ガイドラインの啓発状況について
　　　　　　　　　　　・主な項目について
　　　　・第2回大阪府福祉のまちづくり条例勉強会
　　　　　　開催日　　平成29年7月14日
　　　　　　議　題　　・大阪府福祉のまちづくり条例ガイドラインの改訂について
　　　　　　　　　　　・バリアフリー法及び関連施策の見直しの方向性について
　　　　　　　　　　　・福祉のまちづくりの今後の取組み



（９）第6回大阪府福祉のまちづくり審議会及び大阪府福祉のまちづくり条例施行状況調査検討部会の開催
大阪府福祉のまちづくり条例を実効あるものとし、福祉のまちづくりの円滑な推進を図るため、第6回大阪府福祉のまちづくり審議会及び大阪府福祉のまちづくり条例施行状況調査検討部会を開催した。

　　　　・第6回大阪府福祉のまちづくり審議会
　　　　　　開催日　　平成29年11月13日
　　　　　　議　題　　・会長の選任等
　　　　　　　　　　　・大阪府福祉のまちづくり条例施行状況調査検討部会における検討状況
　　　　　　　　　　　・報告事項
　　　　・第12回大阪府福祉のまちづくり条例施行状況調査検討部会
　　　　　　開催日　　平成29年9月19日
　　　　　　議　題　　・福祉のまちづくりの今後の取組み
　　　　　　　　　　　・まちのバリアフリー情報の提供
　　　　　　　　　　　・大阪府福祉のまちづくり条例ガイドラインの改訂
　　　　　　　　　　　・鉄道駅等のバリアフリー化の推進

（１０）福祉のまちづくりの周知・啓発等
研修会等及びホームページを活用した福祉のまちづくりの周知・啓発を行った。
・各種事業者団体、法人への周知・啓発
・市町村担当者との意見交換
・ホームページにおいての周知・啓発・情報提供
























調整グループ

美しい景観づくりを推進するため、景観法及び大阪府景観条例に基づく届出、大阪府屋外広告物条例に基づく屋外広告業の登録及び屋外広告物の許可･指導並びに違法広告物の撤去等の事務を行なった。
　また、都市景観への意識を高めるため、建築関係団体及び大阪市と共催の「大阪都市景観建築賞」により優れた建物やまちなみを表彰したほか、過去の表彰物件を観光資源として活かすため、大阪ミュージアムと連携する情報発信に取り組んだ。
その他、良好な市街地の形成のため、建築基準法に基づく建築協定制度の認可事務等や、都市計画法に基づく地区計画制度の指導を行なった。

１．美しい景観づくりの推進

（１）景観法及び大阪府景観条例の施行　

1 届出制度による規制･誘導
景観形成上重要な地域における景観づくりを推進していくため、「大阪府景観計画」等
により建築物等の景観誘導を行なった。
　　平成29年度 届出受理件数：41件
　　平成28年度 届出受理件数: 32件
　　　　　　　平成27年度 届出受理件数：34件
　　　　　　　
2 景観法及び大阪府景観条例事務の市町村への権限移譲
府の権限委譲実施計画に基づき、景観法及び大阪府景観条例事務を移譲している池田市他3市町に対して事務移譲交付金を支払った。
平成29年度届出受理件数41件のうち９件が市町村の移譲事務
　　　　　　　　　　　　事務移譲交付金　　平成29年度　　交付金　　　　172,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事務移譲件数　　 ９件
参考　 平成28年度　　交付金　      167,000円
事務移譲件数   7件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　平成27年度　　交付金　　　　 185,000円
                                                         事務移譲件数　 9件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                       
　（２）大阪府景観審議会の開催
　　　大阪府の景観形成における重要事項等の調査審議を行うため、大阪府景観審議会を開催した。
　　　平成29年 ４月18日　第１回景観審議会　大阪府の景観形成のあり方について
　　　　　　　　６月30日　第１回作業部会　景観ビジョン策定にあたっての論点整理
　　　　　　　　７月31日　第２回作業部会　大阪府の景観形成のあり方について
　　　　　　　８月23日　第２回景観審議会　大阪府の景観形成のあり方について
10月24日　第３回作業部会　大阪府の景観形成のあり方について
　　　　　　　　11月17日　第４回作業部会　大阪府景観形成のあり方について（答申（案）
　　　　　　　　12月８日　 第３回景観審議会　大阪府の景観形成のあり方について（答申（案））


（３）屋外広告物法及び大阪府屋外広告物条例の施行

1 屋外広告業の届出及び登録並びに屋外広告物の許可等
　　　　　　良好な景観の形成・風致の維持及び公衆に対する危害防止のため、「大阪府屋外広告物条例」に基づき、屋外広告業の届出及び登録に関する事務を行なうとともに、屋外広告物の掲出について規制を行なった。
また、屋外広告物法及び同条例に基づき街路樹や道路柵などに違法に掲出されたはり紙や立看板等の簡易除却を行なった。
　　　平成29年度においては、屋外広告物の安全性の確保の観点から、条例及び施行規
則の改正を行なった。

（ア）屋外広告物の許可等申請手数料　　
平成29年度　　　　　　  9,744,600円　
参考　平成28年度　　　　   　 9,947,250円
　平成27年度　　　　   　10,059,250円

（イ）屋外広告業の登録手数料　　　　　
平成29年度　　　　　　　5,050,000円（うち新規1,540,000円）　
参考　平成28年度　　　　　　　5,180,000円（うち新規1,010,000円）
　平成27年度　　　　　　　1,690,000円（うち新規1,090,000円）

（ウ）交付金（簡易除却）執行済額　　　
平成29年度　　　　　　　7,400,000円
参考　平成28年度　　　　　  　7,400,000円
　平成27年度　　　　　　　7,400,000円

　　（エ）屋外広告業の登録件数　　　　　　
平成29年度　登録件数　505件（うち新規154件）
参考　平成28年度　登録件数　518件（うち新規101件）
　平成27年度　登録件数　169件（うち新規109件）

（オ）許可事務取扱件数
平成29年度　許可件数　 871件　　実掲件数　5,402件
参考　平成28年度　許可件数   840件　　実掲件数　5,040件
　平成27年度　許可件数   782件　　実掲件数  5,048件

（カ）違法屋外広告物撤去件数
平成29年度　　　　　20,633件
参考　平成28年度　　　　　27,062件
　平成27年度　　　　  32,699件

2 違法屋外広告物クリーンキャンペーンの実施
屋外広告物についての府民啓発のため違法屋外広告物をなくすためのキャンペーンを
実施した。

（ア）実施時期　　平成29年6月及び10月
　　　
（イ）実施方法　　府土木事務所、府内市町村、各種団体が中心となって違法屋外広告物の一斉撤去を実施した。
　　　　
3 違法屋外広告物の推進体制の整備等
違法屋外広告物対策を推進するため、違法屋外広告物等対策大阪府内連絡会を通じ、府と市町村間相互の連携強化を図った。
また、市町村に対して違法屋外広告物を住民団体等が主体的に除却できる制度の普及
啓発を行った。

4 屋外広告物許可事務等及び措置命令等事務の市町への権限移譲
府の権限移譲実施計画に基づき、市町村へ許可事務権限の移譲を行い、移譲した計29
市町を対象に、権限移譲交付金を交付した。

平成29年度　　 許可件数　　　　3,004件
　　　　　　　　交付金　　　 1,011,000円
参考　平成28年度	許可件数        3,255件
交付金        978,000円
　    平成27年度	許可件数        2,616件
交付金        980,000円

（３）景観づくり推進の取組み

1 大阪府景観形成誘導推進協議会
府及び府内市町村で構成する「大阪府景観形成誘導推進協議会」において、府及び府内市町村が行なう景観形成および保全のための規制、事業、方針等の立案など景観行政に関して、相互の理解と把握、および協力、調整を行なうため、施策の調査・研究、情報交換、協議等を行った。

2 大阪都市景観建築賞（大阪まちなみ賞）
　　　　　　府・大阪市・（公社）大阪府建築士会、（一社）大阪府建築士事務所協会、（公社）日
本建築家協会近畿支部、(一社)日本建築協会の共催により、周辺環境の向上に資し、景
観上優れた建築物やまちなみを表彰することによって、個性と風格のある都市景観の形
成に寄与するとともに、都市景観に対する意識の高揚を図った。

　　　③　大阪美しい景観づくり推進会議
　　　　　　府民、事業者、行政の協働により、大阪の豊かで世界に誇れる美しい景観づくりを府民運動として展開することを目的に、美しい景観づくりの啓発及び普及、美しい景観づくりに関する情報交換等を行った。


２．良好な市街地の形成・建築基準法の施行

1 建築協定の認可等（法69条等）
地域住民による良好なまちづくりの一環として、建築基準法第四章の規定による建築
協定の締結を指導し、同法第70条及び第74条に基づく申請の認可事務を行った。
平成29年度 認可件数　：　1地区　 112区画
平成28年度 認可件数　：　4地区　 1134区画
平成27年度 認可件数　：　2地区　  119区画
                平成26年度 認可件数　：　6地区 　2418区画
　　　　　　　　
また、建築協定の円滑な運営を支援するとともに、普及・啓発を通じて、良好なまち
づくりを推進するため、府内の建築協定地区から成る「大阪府建築協定地区連絡協議会」
の運営を支援した。






３．建築基準法（以下「法」という。）等による諸申請等の受付・交付等に関する事務

（１）建築確認等の受理件数及び手数料収入
	取扱区分
	
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	建築確認（計画変更含む）申請 （法第6条）
	受理件数
	136件
	110件
	76件

	
	手数料
	8,096,000円
	5,376,000円
	4,781,000円

	中間検査申請
（法第7条の３）
	受理件数
	51件
	44件
	44件

	
	手数料
	1,679,000円
	1,621,000円
	1,665,000円

	完了検査申請
（法第7条）
	受理件数
	132件
	83件
	60件

	
	手数料
	3,521,000円
	3,128,000円
	2,600,300円

	仮使用承認申請
（法第７条の６他）
	受理件数
	16件
	15件
	13件

	
	手数料
	1,920,000円
	1,800,000円
	1,560,000円

	計画通知（計画変更含む）受理 
（法第18条）
	受理件数
	18件
	12件
	14件

	
	手数料
	1,007,000円
	695,000円
	885,000円

	特定工程工事終了通知受理
（法第18条）
	受理件数
	0件
	0件
	2件

	
	手数料
	0円
	0円
	92,000円

	工事完了通知受理
（法第18条）
	受理件数
	18件
	9件
	16件

	
	手数料
	827,000円
	242,000円
	684,000円

	道路位置指定（廃止含む）申請 （法第42条）
	受理件数
	35件
	30件
	27件

	
	手数料
	2,695,000円
	2,310,000円
	2,079,000円

	許可申請
（法第43条他）
	受理件数
	359件
	400件
	367件

	
	手数料
	14,067,000円
	15,495,000円
	12,793,000円

	認定申請
（法第55条第2項他）
	受理件数
	7件
	5件
	2件

	
	手数料
	1,440,200円
	485,200円
	66,000円


　　　　（注）受理件数には、手数料免除分を含む。






（２）事務取扱交付金
建築基準法施行事務（道路位置指定申請は除く。）に関し、市町村長が行う調査報告書の作成事務に要する経費として、次のとおり交付金を交付した。（前年度の１月から当該年度の12月までの申請手数料総額の15/100。但し、認可・認定申請以外は平成21年７月以降申請手数料総額の10/100）

	取扱区分
	
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	建築確認（計画変更含む）
申請
	取扱件数
	121件
	99件
	77件

	
	交付額
	712,800円
	515,700円
	546,000円

	中間検査申請
	取扱件数
	71件
	44件
	45件

	
	交付額
	230,100円
	175,800円
	154,700円

	完了検査申請
	取扱件数
	128件
	70件
	47件

	
	交付額
	371,900円
	288,900円
	215,500円

	計画通知（計画変更含む）
	取扱件数
	12件
	7件
	10件

	
	交付額
	96,200円
	32,100円
	88,400円

	特定工程工事終了通知
	取扱件数
	2件
	1件
	3件

	
	交付額
	7,300円
	6,200円
	15,400円

	工事完了通知
	取扱件数
	15件
	5件
	13件

	
	交付額
	87,100円
	31,100円
	67,400円

	許可申請
	取扱件数
	352件
	390件
	414件

	
	交付額
	1,983,150円
	2,321,850円
	2,247,900円

	認定申請
	取扱件数
	7件
	9件
	6件

	
	交付額
	79,080円
	185,010円
	45,900円

	合　  　　　計
	取扱件数
	708件
	625件
	615件

	
	交付額
	3,567,630円
	3,556,660円
	3,381,200円


　　　【根拠法令等：建築基準法施行事務取扱要領
大阪府建築基準法施行事務取扱に関する市町村交付金交付規定】

４．指定確認検査機関からの建築確認報告等の受理及び台帳の整備
指定確認検査機関からの確認審査報告書、中間検査報告書及び完了検査報告書を受理するとともに、これらに基づく建築物台帳等を整備した。

	取扱区分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	確認審査報告書
	5,589件
	5,861件
	5,671件

	中間検査報告書
	5,124件
	5,375件
	5,366件

	完了検査報告書
	5,239件
	5,297件
	5,307件


【根拠法令等：建築基準法】




５．都市計画法（以下「都計法」という。）及び宅地造成等規制法(以下「宅造法」という。)による諸申請等の受付・交付等に関する事務

（１）受理件数及び手数料

	取扱区分
	
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	開発行為許可申請　（都計法第29条）
	受理件数
	111件
	106件
	94件

	
	手数料
	14,089,000円
	12,273,000円
	10,369,000円

	開発行為変更許可申請
（都計法第35条の2）
	受理件数
	26件
	38件
	28件

	
	手数料
	584,500円
	813,500円
	513,200円

	建築承認申請
（都計法第37条第１号）
	受理件数
	8件
	11件
	11件

	
	手数料
	16,000円
	22,000円
	22,000円

	建築等の制限許可申請（都計法第42条1項ただし書き）
	受理件数
	7件
	0件
	0件

	
	手数料
	395,000円
	0円
	0円

	建築許可申請
（都計法第43条第１項）
	受理件数
	8件
	12件
	8件

	
	手数料
	74,900円
	277,300円
	74,900円

	地位承継承認申請
（都計法第45条）
	受理件数
	3件
	5件
	2件

	
	手数料
	63,000円
	87,200円
	42,000円

	開発登録簿写交付
（都計法第47条第5項）
	受理件数
	327件
	349件
	333件

	
	手数料
	181,560円
	190,230円
	169,830円

	開発許可不要等証明
申請 (都計法施行規則第60条）
	受理件数
	216件
	190件
	157件

	
	手数料
	1,036,800円
	912,000円
	753,600円

	宅地造成許可申請
（宅造法第8条）
	受理件数
	14件
	19件
	12件

	
	手数料
	1,193,000円
	678,000円
	702,000円

	宅地造成変更許可申請
（宅造法第12条）
	受理件数
	9件
	5件
	9件

	
	手数料
	124,900円
	57,000円
	99,600円

	宅地造成許可不要等
証明申請 （宅造法施行規則第30条）
	受理件数
	3件
	2件
	0件

	
	手数料
	14,400円
	9,600円
	0円


　    （注）受理件数には、手数料免除分を除く。
【根拠法令等：都市計画法、宅地造成等規制法、大阪府都市計画法施行条例、
大阪府建築都市行政事務手数料条例】












（２）事務取扱交付金
開発行為許可（変更含む）申請、建築等の制限許可申請、建築許可申請、道路位置指定（廃止含む）申請及び宅地造成許可（変更含む）申請に関し、市町村長が行う現地調査報告書の作成事務に要する経費として、次のとおり交付金を交付した。
（前年度の１月から当該年度の１２月までの申請手数料総額の15/100）

	取扱区分
	
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	開発行為許可
（変更含む）申請　
	取扱件数
	154件
	145件
	130件

	
	交付額
	2,430,255円
	2,040,135円
	1,611,315円

	建築等の制限許可申請　
	取扱件数
	3件
	0件
	0件

	
	交付額
	13,050円
	0円
	0円

	建築許可申請　　　　　
	取扱件数
	9件
	11件
	11件

	
	交付額
	12,390円
	38,445円
	16,695円

	道路位置指定
（廃止含む）申請
	取扱件数
	47件
	28件
	28件

	
	交付額
	542,850円
	323,400円
	323,400円

	宅地造成許可
（変更含む）申請　
	取扱件数
	24件
	20件
	23件

	
	交付額
	204,690円
	96,105円
	137,550円

	合　  　　　計
	取扱件数
	237件
	204件
	192件

	
	交付額
	3,203,235円
	2,498,085円
	2,088,960円


◇根拠法令　都市計画法及び宅地造成等規制法等に関する事務取扱要綱

６．建築行政の適正な運営・推進

（１）災害危険区域の指定等
建築基準法第39条の規定による出水等による危険の著しい区域（災害危険区域）を指定した。
◎平成29年度指定区域1ヶ所
〔府内全域　158ヶ所 平成30年4月1日現在（独自条例の高槻市、和泉市は除く）〕

（２）建築基準適合判定資格者の登録及び検定の受検受付
建築基準法第77条の63の規定に基づき国土交通省近畿地方整備局長あてに建築基準適合判定資格者の登録申請等について進達業務を行った。
・登録件数　 27件
また、建築基準法施行令第８条の２の規定に基づき、建築基準適合判定資格者検定の受検申込の受付業務を行った。
・受付件数　76件

（３）狭あい道路整備等促進事業
狭あい道路の解消等にかかる国の補助事業を実施する市町村に対して指導監督を行った。
（平成29年度　池田市、豊中市、八尾市、箕面市、門真市）

（４）建築行政連絡協議会等
建築指導行政の円滑な推進のため、大阪府内建築行政連絡協議会の総会及び部会を開催した。また、他府県等と連携し近畿建築行政会議の事務局として、建築基準適合判定資格者検定の対策のための研修会などを実施した。

（参　考）
	名　　称
	負担金

	大阪府内建築行政連絡協議会
	3万円

	近畿建築行政会議
	3万8千円

	日本建築行政会議
	55万円



７．開発許可制度の運用

（１）課内開発調整会議の運営
市街化調整区域等における開発計画に関し、立地基準・技術基準等に照らして課内で検討・調整するための課内開発調整会議を行った（75件）。

（２）市街化調整区域における開発許可等の新たな審査基準の制定
①　介護保険法の改正に伴う開発許可の審査基準の改正
②　大阪の土地利用の課題である「産業用地不足」や「集落の機能・コミュニティの低下」といった地域の課題に柔軟に対応するための府審査基準に基づいて、次の千早赤阪村の基準を制定した。
・　新たな産業用地の提供を目的とする審査基準　
・　集落としての機能やコミュニティ維持を目的とする審査基準
③　余暇法に基づく農家民宿の取り扱いに対応するため、審査基準を検討した。（平成30年6月施行）

（３）関係法令所管課との連携等
①　介護保険法の改正による介護予防通所介護が介護予防・日常生活支援総合事業へ移行されたことにより、高齢介護室等と協議を行った。
②　余暇法の規定による農家民宿の取り扱いの検討にあたり、同法を所管する農政室推進課と協議を行なった。

（４）地区計画の指導等（都計法19条3項･建基法68条の2等）
それぞれの区域の特性にふさわしい良好な環境の各街区を整備し、及び保全するため
制定された地区計画を定める市町村に対し、都市計画室計画推進課と連携して指導･調整を行った。

（５）開発指導行政の円滑な推進
都市計画法及び宅地造成等規制法の運用、解釈等について、大阪府と府内市町村において調整を図るため、大阪府開発指導行政協議会を運営した。
また、近畿圏で開発許可権限を有する府県・政令市等で構成する近畿ブロック開発許可・宅地防災行政連絡協議会に参加した。

８．新住宅市街地開発事業に係る事務 

新住宅市街地開発法第32条に基づき、所有権等の権利移転の申請書を審査し承認した。
２件（和泉中央丘陵：独立行政法人都市再生機構）
【根拠法令等：新住宅市街地開発法】
９．租税特別措置法の施行
短期所有土地譲渡益重課制度の適用除外、特定長期譲渡所得の課税の特例及び一般土地譲渡益重課制度の適用除外に係る優良住宅等認定申請
　◇根拠法令　租税特別措置法、同施行令及び同施行規則（土地譲渡益重課制度及び特定長期譲渡所得課税制度に係る優良住宅等認定事務に関する規則）

	
	年度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	優良住宅認定申請
	受理件数
	0件
	0件
	0件

	
	手数料
	0円
	0円 
	0円 

	優良宅地認定申請
	受理件数
	0件
	0件
	0件

	
	手数料
	0円
	0円
	0円










１０．開発許可等事務の市町村への権限移譲
　都市計画法に基づく開発行為の許可等、宅地造成規制区域内における宅地造成工事の許可等、優良住宅の認定等及び被災市街地復興推進地域内の建築許可の事務について大阪版地方分権推進制度実施要綱に基づき、事務移譲を行い、交付金を交付した。

＜移譲した事務等＞
	事務の名称
	移譲年度
	事務を移譲した市町

	開発行為の許可等

	平成22年度以前
	守口市、門真市、和泉市、羽曳野市、池田市、箕面市※、豊能町、能勢町

	
	平成23年度
	泉大津市、富田林市※、河内長野市※、太子町※、
大阪狭山市※、河南町※、千早赤阪村※

	
	平成24年度
	貝塚市※、松原市※、柏原市※、摂津市※、藤井寺市※、忠岡町

	
	平成25年度
	大東市※

	
	平成27年度
	泉佐野市※

	
	平成29年度
	高石市※、泉南市※、阪南市※、田尻町※、岬町※

	宅地造成
工事の許可

	平成22年度以前
	和泉市、羽曳野市、池田市、箕面市※、豊能町、能勢町

	
	平成23年度
	泉大津市、富田林市※、河内長野市※、大阪狭山市※、
太子町※、河南町※、千早赤阪村※、摂津市※、高石市※

	
	平成24年度
	守口市、門真市、貝塚市※、松原市※、柏原市※、藤井寺市※、忠岡町、田尻町

	
	平成25年度
	大東市※

	
	平成27年度
	泉佐野市※

	
	平成29年度
	泉南市※、阪南市※、岬町※

	宅地造成工事規制区域の指定

	平成22年度以前
	守口市、門真市、箕面市、池田市、泉佐野市、豊能町、能勢町

	
	平成23年度
	泉大津市、富田林市、河内長野市、摂津市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村、高石市、藤井寺市、
阪南市、忠岡町、田尻町

	
	平成24年度
	和泉市、羽曳野市、貝塚市、松原市、柏原市、熊取町

	
	平成26年度
	泉南市

	
	平成29年度
	岬町

	優良住宅の認定等
	平成23年度以前
	大阪市、堺市、高槻市、東大阪市、豊中市、茨木市、
枚方市、寝屋川市、岸和田市、箕面市、池田市、
羽曳野市、泉大津市、富田林市、河内長野市、藤井寺市、泉南市、大阪狭山市、阪南市、能勢町、豊能町、岬町、
太子町、河南町、吹田市、八尾市、守口市、門真市、貝塚市、泉佐野市、柏原市、摂津市、熊取町

	
	平成24年度
	和泉市、松原市、大東市、交野市、島本町、忠岡町

	
	平成25年度
	千早赤阪村

	
	平成27年度
	高石市、田尻町

	
	平成28年度
	四條畷市

	被災市街地復興
推進地域内の
建築許可
	平成23年度
	門真市、和泉市、泉佐野市、高石市
（平成24年4月より市は法定事務となる。）

	
	平成24年度
	－

	
	平成25年度
	太子町、河南町、千早赤阪村


※は、市街化調整区域の事務移譲はしていない。（無印は、行政区域全域を事務移譲済み。）



＜交付金の交付（平成29年度）＞
	事務の名称
	交　付　額

	開発行為の許可等
	759,000円

	宅地造成工事の許可
	759,000円

	宅地造成工事規制区域の指定
	755,000円

	優良住宅の認定等
	1,148,000円

	被災市街地復興推進地域内の建築許可
	85,000円

	合　　　計
	3,506,000円



１１．宅地の防災対策の推進

（１）宅地防災事業
宅地造成及び土石採取に伴う災害を未然に防止するため、「大阪府宅地災害防止計画」を定め防災諸事業を実施した。
特に、大量の降雨出水が予測される梅雨期前の５月を宅地防災月間に定め、同期間と台風期前に関係機関の参加による合同パトロール等を行い、災害の未然防止に努めた。

　①　関係機関合同パトロール及び主担課パトロール
梅雨期前の宅地防災月間（５月）に、宅地造成及び土石採取地を集中的にパトロールし、防災措置を点検し、改善を要するものには必要に応じ、現場指示、文書注意等を行った。
台風期前には、宅地防災月間に実施したパトロールのうち、再点検を行う必要のある地区等について主担課によるパトロールを行い、防災措置を点検し、改善を要するものには必要に応じ、現場指示、文書注意等を行った。

	
	５月（梅雨期前）
	８月（台風期前）

	パトロール現場
	2ヶ所
	3ヶ所

	措置
	現場調書で処理したもの
	0ヶ所
	0ヶ所

	
	文書注意等
	2ヶ所
	2ヶ所

	
	法に基づく勧告・命令等
	0ヶ所
	0ヶ所



　②　宅地防災技術研修会
宅地造成知識の普及を図るため、次のとおり研修会を開催した。
対　　象　　関係事業者及び府、市町村等職員
講　　義　　宅地造成に係る関係法令について

（２）宅地造成工事規制区域の指定
宅地造成等規制法第3条に基づく、宅地造成工事規制区域の指定は次のとおり。

	指　定　年　月　日
	面　　　積

	第１次（S38．4．11）
	11,836ｈａ

	第２次（S39．7． 9）
	17,596ｈａ

	第３次（S43．2． 8）
	10,066ｈａ

	第４次（S51．3．26）
	 4,194ｈａ

	第５次（S61．3．24）
	 4,150ｈａ

	第６次（H 5．4．19）
	 6,797ｈａ

	第７次（H 7．3．31）
	 1,334ｈａ

	第８次（H10．3．31）
	19,126ｈａ

	合　　計
	75,099ｈａ





（３）被災宅地危険度判定士養成
大規模な地震、降雨等の災害により被災した場合において二次災害を防止し、住民の安全の確保を図るために被災宅地危険度判定の体制整備を図った。

被災宅地危険度判定士養成及び更新講習会の開催
（ア）被災宅地危険度判定(養成・更新)講習会	2回実施
（イ）被災宅地危険度判定実地訓練	1回実施

１２．建築統計調査（建築基準法第15条）

（１）建築動態統計調査

①　着工統計調査
府内全域にわたる建築物の月毎の着工予定データ（棟数、構造、用途、敷地面積、延べ面積、工事費、予定額等）をとりまとめ、毎月国土交通省に報告した。

②　補正調査
府内全域の着工予定建築物のうち、木造は１/40、非木造は1/30を無作為抽出し、その竣工月に工事実施内容について実施調査して国土交通省に報告した。

③　災害等調査
府内全域にわたる建築物の月毎の災害、除却に関するデータ（用途、棟数、建築物の面積、評価額等）についてとりまとめ、毎月国土交通省に報告した。

	
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	着工統計調査
	28,129件
	29,611件
	28,763件

	補正調査
	132件
	104件
	   126件
	132件

	
	55件
	46件
	   64件
	55件

	災害等調査
	2,445件
	2,588件
	2,677件

	歳入（国庫委託金）
	869,640
	840千円
	870千円





審査指導課

開発許可グループ

１．都市計画法及び宅地造成等規制法に基づく許可等、建築基準法に基づく道路位置指定、工事完了検査等を行った。

（１）事前協議制度
　　　　開発又は建築許可等申請予定者から法に基づく申請に先立ち事前相談を受け、その指導を行った。

	区　　　　　分
	件　　数

	開発許可（都計法29条）
	119件

	建築許可（都計法42・43条）
	 11件

	宅地造成工事許可（宅造法8条）
	 16件

	道路位置指定（建基法42条1項5号）
	 33件

	合　　　計
	179件



(２)　開発に関する許可等

　①　開発許可状況（都市計画法29条）
	区　域　別
	年度
	受　付
	許　可

	
	
	件　数
	面　積
	件　数
	面　積

	市　街　化
	27
	80件
	328,513㎡
	82件
	325,360 ㎡

	
	28
	66件
	169,441㎡
	64件
	172,244㎡

	
	29
	58件
	138,124㎡
	61件
	142,811㎡

	市街化調整
	27
	31件 
	95,485 ㎡ 
	30件 
	91,656 ㎡ 

	
	28
	41件
	118,116㎡
	41件
	115,635㎡

	
	29
	34件
	71,340㎡
	35件
	76,864㎡

	計
	27
	111件 
	423,998㎡ 
	112件 
	417,016㎡ 

	
	28
	106件
	287,557㎡
	105件
	287,879㎡

	
	29
	92件
	209,464㎡
	96件
	219,674㎡


　
②　開発行為変更許可状況（都市計画法35条の2）
	受　　　　付
	許　　　　可

	件　数
	面　積
	件　数
	面　積

	　　29件
	134,362㎡　
	　　30件
	136,035㎡　



③　開発行為変更届出（都市計画法35条の2第3項）
	
	受　　付

	
	件　数
	面　　積

	府取扱分
	12件　
	31,676㎡　








④　工事完了検査状況（都市計画法36条）
	区　域　別
	受　　　付
	検査済証交付

	
	件　数
	面　積
	件　数
	面　積

	市　街　化
	53件　
	119,677㎡
	53件　
	106,783㎡

	市街化調整
	35件　
	78,827㎡
	35件　
	78,827㎡

	合　計
	88件
	198,504㎡
	88件
	185,610㎡



5 　工事完了前建築承認（都市計画法37条）
	
	受  付
	許  可
	取 り 下 げ

	件　数
	11件  
	11件  
	0件  



⑥　地位承継承認（都市計画法45条）
	
	受  付
	承  認
	取 り 下 げ

	件　数
	2件  
	2件  
	0件  



⑦　開発行為の廃止（都市計画法38条）
	
	受  付
	受  理
	取 り 下 げ

	件　数
	2件  
	1件  
	0件  



⑧　予定建築物の用途変更許可（都市計画法42条1項ただし書き）
	
	受  付
	許  可
	取 り 下 げ

	件　数
	0件  
	0件  
	0件  



⑨　市街化調整区域における建築許可（都市計画法43条） 
	
	受  付
	許  可
	取 り 下 げ

	件　数
	8件  
	7件  
	0件  



⑩　都市計画施設等の区域内における建築の許可（都市計画法53条）
	
	受  付
	許  可
	不　許　可
	取 り 下 げ

	件　数
	10件　
	10件　
	0件　
	0件　



⑪　諸証明の発行　　　　　　　　　　　　　　　
	
	証明件数
	備　　　考

	開発行為に該当しない旨の証明
	　47件
	農地転用許可申請添付用

	開 発 許 可 等 不 要 証 明
	 158件
	建築確認申請添付用



（３）宅地造成に関する工事の許可等
　　
1 　宅地造成に関する工事の許可状況（宅地造成等規制法8条）
	年度
	受　　付
	許　　可
	取り下げ

	
	件　数
	面　積
	件　数
	面　積
	件　数
	面　積

	27
	 　14件
	　 　367,383㎡
	 　12件
	  　60,652㎡
	      0件
	          0㎡

	28
	 　15件
	　　70,176㎡
	   15件
	    372,360㎡
	      0件
	          0㎡

	29
	 　12件
	72,263㎡
	   13件
	    74,560㎡
	      0件
	          0㎡



2 　協議状況（宅地造成等規制法11条）
	受　　付
	成　　立

	件　数
	面　　積
	件　数
	面　　積

	0件  
	0㎡  
	0件  
	0㎡  



　　　

3 　宅地造成に関する工事の変更許可状況（宅地造成等規制法12条第1項）
	受　　　　付
	許　　　　可

	件　数
	面　積
	件　数
	面　積

	9件　 
	254,716㎡  
	9件　 
	254,716㎡  



3 　工事完了検査状況（宅地造成等規制法13条）
	受　　付
	検査済証交付

	件　数
	面　　積
	件　数
	面　　積

	9件
	345,96㎡  
	9件　
	34,596㎡  



6 　宅地造成等規制法計画変更届（宅地造成等規制法12条第2項）
	
	受　　付

	
	件　数
	面　　積

	府取扱分
	2件　
	19,026㎡　



7 　工事廃止（大阪府宅地造成等規制法施行細則9条）　　　　　　
	
	受  付
	受　理
	取 り 下 げ

	件　数
	1件
	1件　
	0件　



8 　諸証明の発行　　　　　　
	
	証　明　件　数

	宅地造成工事でない旨の証明
	0件



（４）道路位置指定及び廃止
　　　
①　道路位置指定状況
	受付件数
	指定件数
	指定本数
	指定延長
	指定道路面積
	利用宅地面積

	　22件
	　24件
	　60本
	799ｍ
	3,843㎡
	6,988㎡



2 　道路位置指定廃止状況
	受付件数
	廃止件数
	廃止本数
	廃止延長
	廃止道路面
	廃止宅地面

	4件
	6件
	15本
	336ｍ
	1460㎡
	11,669㎡



２．建設リサイクル
特定の建設資材に係る分別解体等及び再資源化等を促進するための措置や解体工事業者の登録制度等を定めることにより、生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」に基づき、同法の周知及び解体工事等に係る届出等の促進を図った。

（１）建設リサイクル法の周知
同法の趣旨や解体工事等の事前届出制度等を解説したパンフレット等を、建設業者をはじめ府民に広く配布した。
また、同法の趣旨や解体工事等の事前届出の具体的な方法等を詳しく解説したホームページを掲載することにより、府民に対する周知と、円滑な届出の促進に努めた。
さらに、同法全般や届出実務等に関する説明会や同法の趣旨を紹介したパネル展を開催した。
（２）届出書等の受理
同法により義務付けられている一定規模以上の解体工事等の届出等について、届出等及び通知内容が適正なものであるかどうかの審査及び所要の指導等を行った。

	
	届出書等受理件数
	通知書受理件数

	平成27年度
	2,203件
	776件

	平成28年度
	2,354件
	801件

	平成29年度
	2,250件
	823件



（３）パトロールの実施
解体工事等の現場において、同法に基づいた適正な分別解体等が行われているかどうかの確認及び所要の指導等を行うために、庁内関係部局、特定行政庁、市町村と連携し、府内一斉パトロールを実施した。

	
	実施日
	実施箇所（府担当地域分）

	平成27年度
	 5月 18～22日
	17カ所

	
	10月 19～23日
	16カ所

	平成28年度
	 5月 23～27日
	16カ所

	
	10月 24～28日
	13カ所

	平成29年度
	 5月 12日～6月1日
	15カ所

	
	10月 16～31日
	13カ所



また、年度を通じて通常のパトロールも適宜実施し、適正な分別解体等について継続的な確認及び所要の指導等に努めた。

（４）関係部局等との連携
　　　　庁内関係部局をはじめ、国土交通省、他都道府県、府内各市町村等と意見交換等の連携を図り、同法の円滑な運用に努めた。


確認・検査グループ

１．建築基準法の施行

（１）建築物、工作物、建築設備の確認審査・検査等
　　①建築物及び工作物の確認審査等
　　　　建築基準法に基づき、建築物等の敷地、構造、設備及び用途について、確認申請書等の審査、指導、確認処分を行った。

【建築確認申請等処理状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	            年度
項目
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	建築物
	確 　 認
	102件
( 44件 )
	90件
( 40件 )
	65件
（21件）

	
	計画通知
	9件
（7件 ）
	11件
（5件 ）
	5件
（3件）

	工作物
	確    認
	11件
	0件
	4件

	
	計画通知
	1件
	0件
	0件


                                   （   ）内は、構造強度計算を審査した件数を内数で示す。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
②建築物及び工作物の中間検査及び完了検査
建築基準法に基づき、建築工事の施工段階、工事完了時に現地検査、書類検査からなる中間検査・完了検査を実施した。

【中間・完了検査実施件数】
	　　　　　年度
項目
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	中間検査
	51件
	42件
	45件

	完了検査
	129件
	80件
	54件



③建築設備の審査及び検査
建築基準法に基づき、建築設備、遊戯施設等の審査、指導及び検査を行った。
　　　　　　　　　　　　
【昇降機、遊戯施設にかかる建築確認申請等処理状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	            年度
項目
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	エレベーター・
エスカレーター
	26件
	19件
	20件

	小荷物専用昇降機
（フロアタイプ）
	1件
	0件
	0件

	遊戯施設
	0件
	0件
	0件









（２）建築確認等の交付件数
建築基準法第18条の３第1項に基づき、確認審査等に関する指針が定められ、当該指針に基づき、審査等に必要とする申請書等の補正、追加説明資料の提出を求める通知書等を交付するとともに、確認済証等を交付した。
　　　
	区　　　　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	確認済証（計画変更含む）
	131件
	109件
	80件

	
	期間を延長する旨の通知
	20件
	14件
	11件

	
	適合するかどうかを決定することが
できない旨の通知
	85件
	66件
	58件

	
	適合しない旨の通知
	0件
	1件
	0件

	中間検査合格証
	　51件
	42件
	45件

	
	中間検査合格証を交付できない旨の通知
	0件
	1件
	0件

	完了検査済証
	129件
	80件
	54件

	
	検査済証を交付できない旨の通知
	1件
	15件
	7件

	計画通知確認済証（計画変更含む）
	　19件
	11件
	14件

	


	期間を延長する旨の通知
	4件
	4件
	1件

	
	適合するかどうかを決定することが
できない旨の通知
	2件
	9件
	7件

	
	適合しない旨の通知
	0件
	0件
	0件

	計画通知中間検査合格証
	件
	2件
	2件

	計画通知完了検査済証
	27件
	8件
	16件


【根拠法令等：建築基準法　同施行規則　大阪府建築基準法施行条例】


（３）建築基準法の規定による許可、認定等

①法第43条許可
　　　  建築基準法第43条（接道規定）におけるただし書許可申請にかかる審査、指導を行った。

【法第43条許可申請処理状況】　　　　　　　　　　　　　
	　　  　　　年度
条文
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	法第43条
	334件
	376件
	357件















②法第44条等許可
　　　　建築基準法に基づく各種許可申請にかかる審査、指導を行った。
　 
【法第44条等許可申請処理状況】　　　　　　　　　　　　　　　 
	年度
条文
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	法第44条（道路内における建築許可）
	4件
	3件
	1件

	法第48条（用途地域内における建築許可）
	2件
	5件
	0件

	法第51条（特殊建築物等敷地の位置の許可）
	0件
	0件
	1件

	法第55条（建築物の高さの許可）
	0件
	0件
	3件

	法第56条の2（日影による建築物の高さの許可）
	5件
	1件
	4件

	法第59条の2（総合設計）
	0件
	0件
	0件

	法第85条（仮設建築物建築許可）
	10件
	14件
	3件

	法第86条第3項（一団地内における総合設計）
	0件
	1件
	0件

	合　　計
	21件
	24件
	12件



③法第55条等認定
　　　　建築基準法に基づく各種認定申請にかかる審査、指導を行った。
　　
　【法第55条等認定申請処理状況】　　　　　　　　　　　　　         　　　
	年度
条文
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	法第55条第2項（建築物の高さの認定）
	0件
	0件
	0件

	法第86条第1項（一団地認定）
	0件
	0件
	0件

	法第86条第2項（連担建築物設計制度）
	1件
	1件
	1件

	法第86条の2（一団地内における増築認定）
	3件
	2件
	0件

	法第86条の5（一団地認定等の取消し）
	2件
	1件
	0件

	法第86条の8（全体計画認定）
	1件
	3件
	2件

	合　計
	7件
	7件
	3件



④法第7条の6等の仮使用認定
　　　建築基準法第7条の6、第18条第24項に基づく仮使用の承認申請にかかる審査、指導を行った。
　　　（H27.6.1の改正法により「承認」から「認定」に改正された。）

　【法第7条の6等の仮使用認定申請処理状況】
	
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	法第7条の6
	17件
	15件
	13件

	法第18条第24項
	 2件
	0件
	0件

	合　計
	19件
	15件
	13件






⑤条例に基づく許認可件等（災害危険区域内の建築許可等）
許可建築基準法第39条の規定による出水等による危険の著しい区域（災害危険区域）内での建築行為について、大阪府建築基準法施行条例第4条に基づく許可をはじめとする、大阪府建築基準法施行条例に基づく許可及び認定申請の審査、指導を行った。

　【条例に基づく許認可申請処理状況】
	年度
条文
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	条例第4条
	2件
	6件
	3件

	その他許可件数
	1件
	0件
	0件

	認定件数
	1件
	0件
	2件

	合　計
	4件
	6件
	5件



（４）その他
　　①法第42条第2項道路の指定（判定）
　　　　建築敷地が接する道について、法第42条第2項及び大阪府告示第578号（昭和39年7月1日）に基づく指定の要件に該当するか否かの判定を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②指定確認検査機関への助言、指示等
　　　指定確認検査機関の確認の適正な実施のために、同機関から報告のあった確認審査報告書を基に必要な事項について助言、指示等を行った。　

２．関係規定等に基づく業務

（１）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(バリアフリー法)の審査　
　　　　建築基準関係規定である高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(バリアフリー法)について、確認申請に併せて同法への適合についての審査、指導を行った。 

（２）箱型構造物の構造審査
　　　建築基準関係規定である都市計画法第29条及び宅地造成等規制法第8条の規定に基づく許可申請に含まれる箱型構造物の審査、指導

【箱型構造物の構造審査処理状況】
	　     　　
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	箱型構造物
	4件
	0件
	1件


　（３）建築物の耐震改修の促進に関する法律に関する事務
建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく耐震改修計画認定に際し、建築基準法に関する審査（意匠・構造）を行った。










（４）高層建築物等に係る防災計画書の作成指導
大阪府内建築行政連絡協議会において策定した「高層建築物等の防災措置に関する要綱」に基づく防災計画書の作成指導及び受理を行った。

【平成28年度防災計画書受理状況】
	年度
区分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	大阪府で受理したもの
（評定機関の評定が不要なもの）
	2件
	4件
	2件

	評定機関の評定が必要なもの
	2件
	7件
	2件

	合　　　計
	4件
	11件
	4件



３．既存建築物の増築等における法適合性の確認

　　検査済証の交付を受けていない既存建築物を前提とした増築確認、用途変更に際し、当該既存建築物の法適合性の確認を行った。

　　　　　【平成29年度法適合性の確認等の状況】
	区　　　　分
	一戸建住宅
	その他
	合計
	現場調査数

	別　棟
	4件
	17件
	21件
	18件

	同一棟
	2件
	6件
	8件
	11件

	用途変更
	0件
	0件
	0件
	0件

	合　計
	6件
	23件
	29件
	29件




４．特定行政庁関連業務
　（１）各種行政連絡協議会等への参加、運営
　　　　　日本建築行政会議、近畿建築行政会議、大阪府内建築行政連絡協議会等に参加、運営を行うとともに、特定行政庁、指定確認検査機関等における建築基準法の運用等にかかる情報交換、基準の検討等を行った。

　（２）指定確認検査機関からの問い合わせ対応
　　　　　建築確認申請書の審査を行う際に判断に悩む法文解釈、運用等について、指定確認検査機関より寄せられる問い合わせへの対応を行った。

　（３）指定確認検査機関への立入り検査補助
　　　　　指定確認検査機関における確認検査業務の適 確な実施の確保と当該指定機関の業務水準の維持を図るために行う法第77条の31第2項の規定に基づく立入り検査に際し、実際に審査を行う立場として検査の補助を行った。


建築環境・設備グループ

１．建築物の環境配慮制度
建築物の総合的な環境配慮を促進するため、大阪府温暖化の防止等に関する条例（以下「条例」という。）(平成18年4月1日施行)に基づき、建築物環境計画書の届出を求める建築物環境配慮制度の運用及び制度の周知を行った。
そのひとつとして、評価基準・手法の拡充、見直し等、建築物環境配慮制度の普及、推進について検討する「大阪府建築物環境配慮制度に関する検討会」を開催するとともに、顕彰制度である「おおさか環境にやさしい建築賞」を実施した。　
また、前年度の環境審議会におけるラベル表示の改正の意見を踏まえ、大阪市、堺市、不動産関係などの民間団体と協議し、表示ラベルの改正を行った。
さらに、改正条例（H30.4.1施行）の円滑な運用に向けて、要綱およびマニュアル等の改正を行い、府民向けの説明会により周知を行った。

（１）建築物環境計画書の届出書の受理件数(延べ面積2,000㎡以上の新築、増築) 及び建築物の環境性能表示届出件数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
年度
	届出の受理
	表示届

	
	計画書
	変更届
	完了届
	

	平成27年度
	129件
	24件
	77件
	18件

	平成28年度
	173件
	36件
	104件
	6件

	平成29年度
	163件
	24件
	75件
	11件



（２）建築物環境配慮制度の周知
①「おおさか環境にやさしい建築表彰式」の実施
大阪府と大阪市で賞を「おおさか環境にやさしい建築賞」と一本化し表彰式を開催した。
建築士等技術者や府民に環境に配慮した建築物の規範となる優れた事例を示し、建築物の環境配慮制度の周知を行った。大阪府・大阪市で、大阪府知事賞１件　大阪市長賞１件　部門賞9件。
また、一般の府民、特に建築や設備関係を学ぶ学生などの方に先進的な環境配慮の取り組みを知ってもらうため、基調講演及び入賞者によるプレゼンテーションも併せて実施した。

2 表彰作品パンフレット「平成29年度おおさか環境にやさしい建築表彰作品集」の配布
環境に配慮した建築物の規範となる優れた事例を示し、建築物の環境配慮制度を周知するため、表彰式に併せ、大阪府・大阪市により監修し、（公社）大阪府建築士会、（公財）大阪都市整備推進センター、（一財）大阪建築防災センター、（一社）大阪府建築士事務所協会、（一財）日本建築センター、（一財）日本建築総合試験所、（一社）不動産協会関西支部、近畿建築確認検査協会の協力によりパンフレット（1,200部発行）を作成し配布した。

（３）大阪府建築物環境配慮制度に関する検討会の開催
検討会を4回開催し、建築物環境配慮制度の普及、推進のための検討を行った。

（４）事務移譲に伴う交付金の交付
条例に基づく堺市への事務移譲に伴う交付金を交付した。

　　　　　　　　　　　　27年度　  977,000円
28年度　1,171,000 円
29年度　1,313,000円
　　　　　（大阪版地方分権推進制度実施要綱に基づき、当該年度の事務処理件数分について交付）







【事務処理件数】
	年度
	届出の受理
	公表

	
	計画書
	変更届
	取止め届
	完了届
	表示届
	

	平成27年度
	29件
	7件
	0件
	27件
	0件
	63件

	平成28年度
	34件
	4件
	0件
	31件
	8件
	77件

	平成29年度
	46件
	0件
	0件
	17件
	0件
	63件



２．浄化槽法に基づく浄化槽の設置届等の審査（設備）
生活環境の保全及び公衆衛生の向上を目的とする「浄化槽法」に基づき、浄化槽の設置届の審査及び浄化槽工事業の登録申請に伴う登録、特例届の受理等を行った。

（１）浄化槽の設置届出等の処理状況　　　　　　　　　
	年度
	受理件数
	処理件数

	平成27年度
	194件
	191件

	平成28年度
	147件
	150件

	平成29年度
	161件
	161件



（２）浄化槽工事の登録申請等の処理状況　

	年度
	登録
	更新
登録
	特例届
	変　更　届
	登録簿
閲　覧
	登録簿
謄本
交付
	廃　業　届

	
	
	
	
	登録
	特例
	
	
	登録
	特例

	平成27年度
	1件
	4件
	4件
	0件
	33件
	0件
	0件
	1件
	2件

	平成28年度
	2件
	0件
	3件
	0件
	33件
	0件
	0件
	0件
	0件

	平成29年度
	1件
	0件
	2件
	0件
	46件
	0件
	0件
	0件
	2件



	項　　　　目
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	浄化槽工事業者登録手数料
	137,000円
	66,000円
	33,000円



３．エネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づく届出等件数の状況
　
（１）「エネルギーの使用の合理化等に関する法律の一部を改正する法律」に基づき、建築物の省エネルギー措置届出書の受理、確認等を行った。

	年度
	受理件数

	平成26年度
	313件

	平成27年度
	276件

	平成28年度
	343件






（２）「エネルギーの使用の合理化等に関する法律の一部を改正する法律」に基づき、建築物の省エネルギー措置に関する維持保全の定期報告書の受理、確認等を行った。

	年度
	受理件数

	平成26年度
	129件

	平成27年度
	140件

	平成28年度
	182件



４．建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）に関する対応

（１）建築物エネルギー消費性能向上計画の認定（H28.4.１施行）
「建築物省エネ法」に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の認定
	年度
	受理件数

	平成28年度
	1件

	平成29年度
	3件



（２）建築物のエネルギー消費性能の認定（H28.4.１施行）
「建築物省エネ法」に基づく建築物のエネルギー消費性能の認定
	年度
	受理件数

	平成28年度
	0件

	平成29年度
	0件



（３）建築物エネルギー消費性能適合性判定の審査について（H29.4.１施行）
「建築物省エネ法」に基づく、建築物エネルギー消費性能確保計画が、建築物エネルギー消費性能基準に適合するかどうか（建築物消費性能適合性判定）の審査
	年度
	受理件数

	平成29年度
	2件


　　　
　　　
（４）建築物省エネ法に基づく届出（H29.4.１施行）
「建築物省エネ法」に基づく届出書の受理
	年度
	受理件数

	平成29年度
	253件



５．低炭素建築物の認定に関する対応
　「都市の低炭素化の促進に関する法律」(平成24年12月4日施行)に基づく低炭素建築物について認定等を行った。

	年度
	受理件数

	平成27年度
	17件

	平成28年度
	27件

	平成29年度
	26件



６．長期優良住宅の普及の促進　　
長期にわたり良好な状態で使用するための措置がその構造及び設備について講じられた優良な住宅の普及を促進するため、申請者が作成する住宅の建築及び維持保全に関する「長期優良住宅建築等計画」に対して、認定等を行った。
【根拠法令等：長期優良住宅の普及の促進に関する法律】

認定等実績					    　
	
	建築等計画認定
	建築等計画
変更認定
	地位承継の承認

	平成27年度
	　1,177戸
	293戸
	6戸

	平成28年度
	　1,208戸
	197戸
	6戸

	平成29年度
	　1,040戸
	165戸
	7戸



７．住宅・建築物安全ストック形成事業（アスベスト改修事業）等の推進
　　アスベストによる被害の未然防止を図るため、国庫補助事業である住宅・建築物安全ストック
形成事業（アスベスト改修事業）を活用し、アスベスト含有調査・除去等を進めるなど、建築物
のアスベスト対策を促進した。
　平成28年4月1日に交付金要綱が改正され、事業終了年度（調査：H29、撤去等：H32）が規定されたことを受け、当該事業を継続していただくよう国家要望を行なった。

平成27年度　　府及び7市にて、含有調査10棟・除去等6棟（うち府1棟）を実施
平成28年度　　7市にて、含有調査9棟・除去等7棟を実施
　　　平成29年度　　7市にて、含有調査13棟・除去等1棟を実施

８．優良建築物等整備事業等の推進　
　土地の合理的利用、市街地環境の向上、市街地での優良な住宅の供給等を総合的に促進する　
ため、一定の条件を満たす民間等の任意の再開発事業に対する国庫補助事業である優良建築物等
整備事業等に対して、指導、助言を行った。



建築安全課

計画・指導グループ

１．指定確認検査機関等の指導・監督
建築基準法に基づき、建築確認、中間検査及び完了検査の業務を行う指定確認検査機関並びに構造計算適合性判定を行う指定構造計算適合性判定機関に対して、指導・監督を行った。
◇根拠法令　：　建築基準法　第4章の2　第2節・第3節

（１）指定確認検査機関の指定
建築基準法第77条の18の規定に基づき、大阪府の区域のみを業務の区域とする一般財団法人大阪建築防災センターを、平成11年6月22日に指定確認検査機関に指定した（指定の期間は平成11年7月1日より5年間とし、以降、平成16年と平成21年、平成26年及び平成27年に指定の更新をした）。

（２）指定確認検査機関への立入検査
建築基準法第77条の31第1項（指定権者としての立入検査）及び同第2項（特定行政庁としての立入検査）の規定に基づき、指定確認検査機関に職員が立ち入り、確認検査業務の状況を検査することにより、指定機関における確認検査業務の適確な実施の確保と当該指定機関の業務水準の維持を図っている。

○平成29年度立入検査実績
大阪府知事指定					： 1機関
国土交通大臣指定（近畿地方整備局長指定含む。）	：10機関

①　指定確認検査機関が行った建築確認関係図書の検査
	項　　　目
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	検　査　数
	  88件
	103件
	77件



②　指定確認検査機関が実施した中間検査及び完了検査関係図書の検査
	項　　　目
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	中間検査数
	41件
	35件
	32件

	完了検査数
	37件
	35件
	33件



③　指定確認検査機関への立ち入り検査と指導
	項　　　目
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	立ち入り検査（機関数）
	11件
	11件
	11件

	指導結果(指摘事項)
(対応状況)
	 110件
済
	164件
済
	203件
済




（３）指定構造計算適合性判定機関の指定
建築基準法第77条の35の2の規定に基づき、大阪府の区域のみを業務の区域とする一般財団法人大阪建築防災センターを、平成19年5月31日に指定構造計算適合性判定機関に指定した（指定の期間は平成19年5月31日より5年間とし、以降、平成24年に指定の更新をした）。

（４）指定構造計算適合性判定機関への委任及び立入検査
建築基準法第18条の2の規定に基づき、以下の3法人に委任し、構造計算適合性判定を行わせている。また、建築基準法第77条の35の17の規定に基づき、これらの指定構造計算適合性判定機関に立ち入り、構造計算適合性判定業務の状況を検査することにより、指定機関における業務の適確な実施の確保と当該指定機関の業務水準の維持を図っている。

【知事委任の機関 （3機関）】　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年3月31日時点）
	指定構造計算適合性判定機関名
	当初指定日
（更新日）
	委任年月日
	立入検査

	（一財）大阪建築防災センター
	平成 19年5月31日
（平成 24年5月31日）
	平成27年6月1日
	平成29年12月18日

	（一財）日本建築総合試験所
	大臣指定機関へ移行
平成27年6月1日
	平成27年6月1日
	平成29年10月24日

	（一財）日本建築センター
	大臣指定機関へ移行
平成27年6月1日
	平成27年6月1日
	平成29年11月27日



２．建築士法の施行
（１）建築士試験の実施
建築士法に基づき、二級建築士・木造建築士の試験の実施に関する事務を、公益財団法人建築技術教育普及センターを指定試験機関に指定して行わせている（昭和60年12月25日より）。
◇根拠法令　：　建築士法　第3章

①　二級建築士
	
	平成27年
	平成28年
	平成29年

	受験者数
	1,694名
	1,720名
	1,835名

	合格者数
	385名
	452名
	442名

	合格率
	22.7％
	26.3％
	24.1％



②　木造建築士
	
	平成27年
	平成28年
	平成29年

	受験者数
	68名
	77名
	95名

	合格者数
	19名
	28名
	41名

	合格率
	27.9％
	36.4％
	43.2％





（２）建築士の登録等
建築士法に基づき、二級建築士・木造建築士の登録の実施に関する事務並びに同建築士名簿を一般の閲覧に供する事務を、公益社団法人大阪府建築士会を指定登録機関に指定して行わせている（平成20年11月28日より）。
◇根拠法令　：　建築士法　第2章

①　建築士免許登録件数等
	
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	二　級
建築士
	新規登録
	434名
	366名
	442名

	
	事項変更届
	92件
	119件
	116件

	
	再交付
	61件
	51件
	63件

	
	取消し
	13件
	37件
	21件

	木　級
建築士
	新規登録
	17名
	17名
	31名

	
	事項変更届
	１件
	2件
	1件

	
	再交付
	0件
	1件
	1件

	
	取消し
	0件
	0件
	1件

	登録証明書発行枚数
	97件
	102件
	83件

	名簿閲覧建築士件数
	57件
	28件
	23件



【参考】大阪府知事の二級・木造建築士免許登録者数
	
	平成27年度末
	平成28年度末
	平成29年度末

	二級建築士
	56,043名
	56,464名
	56,885名

	木造建築士
	586名
	603名
	633名

	一級建築士
	363,232名
	363,530名
	366,755名


※一級建築士免許は国土交通大臣の免許であるため、登録者数は全国分である。



（３）建築士事務所の登録等
建築士法に基づき、一級建築士事務所、二級建築士事務所及び木造建築士事務所の登録の実施に関する事務並びに登録簿等を一般の閲覧に供する事務を、一般社団法人大阪府建築士事務所協会を指定事務所登録機関に指定して行わせている（平成20年11月28日より）。
◇根拠法令　：　建築士法　第6章

①　建築士事務所登録申請の受付件数等
	
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	一　級
建築士
事務所
	新規登録
	215件
	251件
	224件

	
	更新登録
	819件
	1,058件
	1,032件

	
	事項変更届
	1,379件
	1,851件
	2,109件

	
	廃業届
	230件
	213件
	193件

	
	期限切れ抹消
	60件
	89件
	94件

	
	取消し
	0件
	0件
	0件

	二　級
建築士
事務所
	新規登録
	95件
	110件
	66件

	
	更新登録
	134件
	155件
	166件

	
	事項変更届
	121件
	157件
	152件

	
	廃業届
	67件
	72件
	49件

	
	期限切れ抹消
	17件
	29件
	36件

	
	取消し
	0件
	0件
	0件

	木　造
建築士
事務所
	新規登録
	0件
	0件
	0件

	
	更新登録
	1件
	1件
	1件

	
	事項変更届
	1件
	0件
	1件

	
	廃業届
	0件
	1件
	1件

	
	期限切れ抹消
	0件
	0件
	0件

	
	取消し
	0件
	0件
	0件

	登録証明書発行枚数
	1,389件
	1,369件
	1,436件

	登録簿閲覧事務所件数
	546件
	806件
	355件



【参考】大阪府内の建築士事務所数
	
	平成27年度末
	平成28年度末
	平成29年度末

	一級建築士事務所
	5,551件
	5,497件
	5,437件

	二級建築士事務所
	1,044件
	1,053件
	1,035件

	木造建築士事務所
	8件
	7件
	6件

	合計
	6,603件
	6,557件
	6,478件





（４）指導監督
①　「設計等の業務に関する報告書」の提出指導
平成19年6月20日改正施行の建築士法により、「設計等の業務に関する報告書」の提出が建築士事務所に義務付けられたことから、建築士事務所に提出の指導を行った。
なお、同報告書の受理等の事務を以下の者に委託して実施した。
・委 託 先　：　一般社団法人大阪府建築士事務所協会
・委託金額　：　6,372,000円（平成29年度）
・委託内容　：　報告書の受理、審査、督促、問合せ対応及び閲覧等
	年　度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	提出率
	80.4％
	81.5％
	88.6％



②　建築士及び建築士事務所の指導監督
二級・木造建築士及び建築士事務所の業務の適正化を図るため、必要に応じて建築士事務所への立入検査を実施し、不適切な事項について指導を行い、建築士法等に違反した場合は、同法に基づき処分を行った。

【建築士事務所の指導・処分】
	
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	立入事務所数
	0件
	0件
	0件

	文書注意
	0件
	4件
	0件

	戒    　　　告
	0件
	0件
	0件

	事務所の閉鎖
	0件
	0件
	0件

	登 録 の 取 消
	0件
	0件
	0件



【二級・木造建築士の指導・処分】
	
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	文書注意
	46件
	27件
	66件

	戒　　　告
	1件
	0件
	10件

	業務の停止
	0件
	1件
	0件

	免許の取消（※）
	0件
	0件
	0件


　　　　※死亡届や本人からの申請により免許を取り消したものを除く。






監察・指導グループ

１．違反建築物等の指導（建築基準法、都市計画法及び宅地造成等規制法の施行）

建築基準法、都市計画法及び宅地造成等規制法並びにこれらに基づく命令及び条例の規定違反した建築物、開発行為及び宅地の造成に対する違反を是正するための必要な指導、勧告、命令等を行い、法の適正な施行に努めた。

（１）建築基準法
①　違反建築物の取締り（法第9条）
　　　　府民や市町村からの通報への対応及びパトロール車をもって計画的なパトロールを行い、違反の早期発見と適正迅速な処理に努めた。
　　　　工事中のものについては、工事の施工停止命令又は勧告を行い、実態違反については、
　　　強力にその是正を推進し、なお、違反内容が極めて悪質であり、再三にわたる指導を無視し、是正の意思も全く見られないようなものについては、状況に応じ告発を行う。

②　違反建築物の取締り（法第9条）
	件数　　　　　　　　　　年度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	違　反　摘　発　件　数
	110件
	125件
	129件

	工事施工停止勧告
	1件
	0件
	 0件

	工事停止命令（法第9条第10項）
	0件
	0件
	 0件

	措置勧告
	2件
	0件
	 0件

	措置命令（法第9条第1項）
	0件
	1件
	 0件

	告発件数
	0件
	0件
	 0件



（２）都市計画法及び宅地造成等規制法
　　　府民や市町村からの通報への対応及び計画的なパトロールを常時行い、適法な宅地開発と宅地の安全確保に万全を期すとともに、違反措置を適正に行った。

　①　都市計画法違反の取締り（法第81条）
	件数　　　　　　  　　　　年度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	摘発件数
	32件
	35件
	36件

	勧　　告　　件　　数
	 0件
	 1件
	 1件

	監督処分件数
	 0件
	 0件
	 2件



②　宅地造成等規制法違反の取締り（法第13条）
	件数　　　　　　  　　　　年度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	摘発件数
	 7件
	 6件
	 6件

	勧　　告　　件　　数
	 0件
	 0件
	 0件

	監督処分件数
	 0件
	 0件
	 0件











２．建築物の適正な管理の推進等
既存建築物を適正に維持管理することは、建築物の安全性を確保し、もって良好なストックを形成することにつながることから、建築基準法第12条の規定に基づき、一定規模以上の特殊建築物等の所有者等に対して、定期的に維持管理の状況を報告させ、指導を行っている。
また、報告を促進するため、建物所有者向けの制度説明会や、宅建業団体と連携して関係者への制度周知を実施した。

★対象となる建築物等（用途毎に対象建築物の規模階数を定めている。）
【学校・体育館】
【公会堂・集会場・劇場・映画館・演芸場・観覧場・ホテル・旅館・児童福祉施設等・病院・診療所】
【百貨店・マーケット・展示場・物販店】
【公衆浴場】
【キャバレー・カフェー・ナイトクラブ・バー・ダンスホール・遊技場・待合・料理店】
【飲食店】
【博物館・美術館・図書館・ボーリング場・スケート場・水泳場・スポーツの練習場】
【共同住宅・寄宿舎】
【事務所その他これに類するもの】

◎実施状況
【建築物】〔3年毎に1回の報告〕　　　　　　　
	　　　　　　年度
項目
	平成27年度
(H28.3.31現在)
	平成28年度
(H29.3.31現在)
	平成29年度
(H30.3.31現在)

	報告対象用途
	共同住宅
	上記の下線引き施設
	下線引き施設と
共同住宅以外

	報告対象件数
	2,137件
	654件
	718件

	報告件数
	1,407件
	534件
	496件

	指導件数
	1,049件
	499件
	381件

	報告率
	65.8％
	81.7％
	69.1％



【建築設備】〔毎年報告〕
	年度
項目
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	報告対象用途
	全対象建築物（ボーリング場等を除く）

	報告対象件数
	1,124件
	1,103件
	1,003件

	報告件数
	818件
	786件
	699件

	指導件数
	423件
	443件
	402件

	報告率
	72.8％
	71.3％
	69.7％



【昇降機＆遊戯施設】〔毎年報告〕
	年度
項目
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	報告対象件数
	7,665件
	7,308件
	7,195件

	報告件数
	7,157件
	6,828件
	6,476件

	指導件数
	5,194件
	4,840件
	5,035件

	報告率
	93.4％
	93.4％
	90.0％



【防火設備】〔毎年報告　※H29より開始〕
	年度
項目
	平成29年度

	報告対象件数
	1,149件

	報告件数
	726件

	指導件数
	510件

	報告率
	63.2％



なお、本制度の円滑な実施を図るため、業務の一部を「(一財)大阪建築防災センター」に委託している。

①　委託内容
・対象建築物等の把握業務（台帳の整備）
・案内通知業務及び報告書受付業務
・督促状送付のための業務
・制度等の啓発業務
②　期　　　間		平成29年4月1日から平成30年3月31日まで
③　委託金額		２，１００，６００　円(税込み)


３．建築物の防災対策の推進

（１）建築物防災週間の実施
建築物の防災対策を推進するために全国一斉に「建築物防災週間」として、下記内容により府内市町村及び消防署と協調して、建築物の防災知識の啓発、関係法令及び制度の周知に努めた。

①期間   秋季　 平成29年8月30日～9月5日
春季   平成30年3月1日～3月7日
    
②実施内容
ア．防災査察の実施
秋季は、児童福祉施設等、春季は、物品販売店、病院・診療所、児童福祉施設等に立入指導を行った。
イ．ポスターの掲示、リーフレットの配布
ウ．講演会　　
　　秋季：平成29年9月4日テーマ：「内陸地震はなぜ起こるのか？」
　　　　　　　　　　　       講師：京都大学　防災研究所　地震予知研究センター
教授　飯尾能久氏

　　春季：平成30年3月1日テーマ：「糸魚川大火と消防戦術」
講師：糸魚川市消防本部
大阪市消防局　警防部　警防課長　橋口博之氏
エ．建築防災相談

◎防災査察の実施件数
	査察対象の用途
	査察件数

	
	秋季
	春季
	計

	物品販売店
	０
	１
	１

	病院・診療所
	０
	１
	１

	児童福祉施設等
	４
	１
	５

	合計
	４
	３
	７


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　







４．建築物の特定設備の事故防止

建築物に附属するエレベーター、エスカレーター等の設備で事故が発生した場合、その所有者等に、市町村を経由して知事に事故の届出を行なうことを義務付ける「大阪府建築物に附属する特定の設備等の安全確保に関する条例」を平成18年4月1日に施行した。
本制度の周知に努めるとともに事故情報及び事故原因や防止策について、広く情報発信し、建築物における事故の再発や同種の事故の発生防止に取り組んだ。

＊事故届出件数　　　　　　　　　　　　　
	年度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	エスカレーター
	170件
	235件
	253件

	エレベーター
	13件
	14件
	14件

	遊戯施設
	10件
	14件
	8件

	自動ドア・機械式駐車場
	2件
	2件
	3件

	合　　計
	195件
	265件
	278件



大阪府建築物に附属する特定設備等に関する条例の事務処理に関する市町村交付金要領第５条に基づき、市町村へ事務処理交付金を交付した。
　　　　　　＊事務処理交付金　　　平成29年度　2,973,000円


５．民間建築物における吹付けアスベストに関する指導

　昭和31年から平成元年までに建築された延べ床面積１,000㎡以上の民間建築物を対象に、平成17年度から継続して、所有者等に対し吹付けアスベストの使用状況調査を実施し、除却等の対応を指導している。平成29年度は3月に調査及び指導を行った。
　さらに、国土交通省の通知を踏まえ、延べ床面積300㎡以上1,000㎡未満の不特定多数が利用する民間建築物を対象に上記同様の調査を開始した。平成29年度は、調査対象案件の洗い出し及び先行調査を実施した。
　あわせて、宅建業団体と連携し、関係者に対し対策の必要性を理解していただくための講習会を開催するとともに、啓発資料の配布を行った。

＊アスベスト対策フォローアップ調査費（役務費）平成29年度　32,440円

【延べ面積1,000㎡以上の民間建築物の指導状況】(平成29年度)
	
	H30年3月

	調査対象の建築物
	１８，１１９棟

	調査報告のあった建築物
	１７，００８棟

	[bookmark: _GoBack]露出してアスベストの吹付けがされている建築物
	１，５４４棟

	
	指導により対応済みの建築物
	１，０１９棟

	
	未対応の建築物
	５２５棟

	
	
	指導により対応予定の建築物
	６４棟

	
	
	指導中の建築物
	４５９棟

	
	
	指導予定の建築物
	２棟



